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平成 15年 3月期 決算短信（連結）及び個別財務諸表の概要の一部訂正について 
 

 
 平成15年5月20日に開示いたしました「平成15年3月期 決算短信（連結）」及び「個別財務諸表の概要」について、
一部訂正がありますのでお知らせいたします。なお、訂正箇所につきましては下線で表示しております。 
 

記 
 
１．「決算短信（連結）」添付資料「セグメント情報」 「１．事業の種類別セグメント情報」 [26頁] 
 
【 訂正前 】  前連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日 至 平成 14年 3月 31日）              （単位：百万円） 

 石油事業 石油開発事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

1,746,659 10,855 56,322 1,813,838 － 1,813,838

Ⅰ 売上高及び営業損益 
売上高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部売上 
高又は振替高 3,222 19,676 20,898 43,797 △ 43,797 －

計 1,749,230 30,532 77,221 1,857,636 △ 43,797 1,813,838

営業費用 1,737,769 22,389 78,040 1,836,488 △ 44,706 1,791,781

営業利益 13,823 8,142 △ 818 21,147 909 22,056

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出  

  資産 1,091,591 63,539 37,121 1,192,253 49,917 1,242,171

  減価償却費 21,792 2,353 147 24,293 △ 801 23,492

  資本的支出 22,532 2,959 198 25,689 △ 260 25,429

 
【 訂正後 】  前連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日 至 平成 14年 3月 31日）               （単位：百万円） 

 1

 石油事業 石油開発事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 

1,746,659 10,855 56,322 1,813,838 － 1,813,838

Ⅰ 売上高及び営業損益 
売上高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部売上 
高又は振替高 3,222 19,676 20,898 43,797 △ 43,797 －

計 1,749,882 30,532 77,221 1,857,636 △ 43,797 1,813,838

営業費用 1,736,058 22,389 78,040 1,836,488 △ 44,706 1,791,781

営業利益 13,823 8,142 △ 818 21,147 909 22,056

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出  

  資産 1,091,591 63,539 37,121 1,192,253 49,917 1,242,171

  減価償却費 21,792 2,353 147 24,293 △ 801 23,492

  資本的支出 22,532 2,959 198 25,689 △ 260 25,429
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２．「個別財務諸表の概要」添付資料 （税効果会計関係）の３ [37頁] 
 

【 訂正前 】 【 訂正後 】 
地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成 
15年3月31日に公布されたことに伴い、当期の繰延税金資産及 
び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年4月1日以降解消が見 
込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は､前期の40.87% 
から39.54%に変更しております。その結果、繰延税金負債の金額 
（繰延税金資産を控除した金額）が175百万円減少し、当期に計 
上された法人税等調整額が198百万円減少し有価証券評価差額金 
が23百万円増加しております。また再評価に係る繰延税金負債 
は271百万円減少し土地再評価差額金が同額増加しております。 
 

地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成 
15年3月31日に公布されたことに伴い、当期の繰延税金資産及 
び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年4月1日以降解消が見 
込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は､前期の40.87% 
から39.54%に変更しております。その結果、繰延税金負債の金額 
（繰延税金資産を控除した金額）が175百万円減少し、当期に計 
上された法人税等調整額が198百万円減少し有価証券評価差額金 
が23百万円減少しております。また再評価に係る繰延税金負債 
は271百万円減少し土地再評価差額金が同額増加しております。 
 

 
   以  上 


